


















































































































































兵 器 代212日間I.5泰平組合 73 ナシ 歴訪雲許証券収入金
参 戦 1918年 20，000.0 興朝銀 ・台銀・ 7.0 国庫債券(当初向預上金部〉7月31日
交通銀行 1918年28 9月日 20，000.0 向上 7.5 支那政府7真 金 部
有線電信 191月7年28 9 日 20，000.0 (量向購上) 8.0 財全産国及有其線収電入信政預府金部保引証受興興業業債債券
吉会鉄道前貸 1491月8年30日 10，000.0 向上 7.5 本金鉄中道ヨ公リ債償還募集政府保証興業債券
満蒙4鉄道前貸 1918年18 6月日 20，000.0 向上 8.0 向上 向上








ところで西原借款のJ具体的供与実施についてみると (2-1表参照)， 1917 
年段階では， 2-1表に示されるように 9月の交通銀行借款2，000万円と12月
の兵器代 3，208万円余 (1918年 7月分も含む〉の充当であった。もっとも，こ





























































































































































































































































































これらの一連の動きと関連して， 2-2表の対外資産と負債をみると， 1919 
年外国投資(債権〉中，連合国債権(与国財政援助〉が32.3%であるのに対し
2-2表 日本の対外資産と負債 (単位百万円〉
資 産 負 債
項 目 |1Mlu 
金額|比率金額|比率
項 日 11:は
対中国投資 537 63.9 1， 163 60.9 海外募集国債 1，524 1， 131 
中央政府借款 19 2.2 208 10.9 海外流出内国債 81 63 
改革借款 50 6.0 海外募集地方債 117 147 
団匪賠償金 48 5.7 海外募集社債 167 165 
地方政府借款 60 3.1 外人会社(直接〉投資 29 35 
民間事業貸付 35 4.2 150 7.8 よロ』 1， 918 日 22
直接事業投資 385 45.8 745 39.0 
対そ南の洋他投，資フィリピン 40 4.8 80 4.2 
投対資ハワイ， アメリカ 50 6.0 50 2.6 
在 タト 正 貨 213 25.3 
対連合国貸付 618 32.3 
































































































































































































































































































































































































































































































(1) 外務省編『日本外交年表並主要文書・上J424-7 P (文書〉。 今井清一「第一次世
界大戦と東アジアJ(~岩波講座世界歴史・ 24 ・現代!J) 194P)。













(7) 利谷信義・本間重紀「天皇制国家機構法体制の再編J(~大系日本国家史 5 ・近代 nJ 190 
-3 P)参照。
(8) 外務省前掲書437-8 P (文書)。
(9) 義井博前掲論文43P。
側北村敬直編前掲書144-5P。






白日露見誠良「円為替圏構想、とその現実JCW経済学雑誌j67巻 3 号58~9 P)。
側 『講座帝国主義の研究トイギリス資本主義j37P。


























優勢となって参戦したことを意味している cr講座帝国主義の研究 3 アメリカ資本主義』
70-3 P)。





























倒 防衛庁防衛研修所戦史室『大本営陸軍部 1JI 219 P。













ω F長期経済統計14 財政支出j156~7 P。
(50) 川合章他『日本現代教育史j93~4 P 0 ~資料臨時教育会議』第 1 集75~6P 0 
(51) 利谷・本間前掲論文196P。
(52) ~資料臨時教育会議J 第 1 集178~88P 。
側官報・勅令第171号。、






危機が展開するに至るJ(~日本資本主義分析j 171 p) とやや難解であるが全般的危
機の開始に対応した形態と正しく位置づけている。
ω 「講座帝国主義の研究 4 イギリス資本主義j42-4 P。














側側 『日本金融史資料J22巻77-8 P 0 
m 同上書143-6P。
側 『現代日本産業発達史XXVI銀行J179-81 P 0 
0) ~日本金融史資料 j 22巻202P。
- 91-
- 92-
ω 武田隆夫・遠藤湘吉・大内力『近代財政の理論J105P 0 
O~ ~明治大正財政詳覧J 500P。
。訪問鈴木武雄『財政史J129-30P。
(4) W日本工業倶楽部廿五年史・上J55-8 Po W明治大正財政史J1巻368P。
同地方財政膨脹の原因が，国家財政5費目，すなわち軍事費，植民地経営費，産業助
成費，社会政策費および公債費のなかで，とくに産業助成費(勧業費，土木費，教育
費など〉や社会政策費(社会事業費，衛生費など〉の多くを特別立法や国庫補助金の
支出によって国政委任事務費として地方財政に委譲したことにあるという点について
は，吉岡健次『日本地方財政史J121-2 P参照。
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